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＜御挨拶＞ 

昨年は豪雨災害、地震災害、火山災害など多くの災害が発生し、人命や財産が失われました。政府では国土強靭化 

緊急対策が 3 か年の計画で実施されることになっているようですが、対策には科学的でかつ迅速な対策が望まれており、何が起こ

るのか事前予測が不可欠です。今年も徹底的な被害原因究明と効果的な対策のため液状化解析を中心に浸透問題も解析で

きる解析プログラムの開発を行っていく予定です。本法人では、数値シミュレーション手法による地盤の液状化は解析手法を中心

に、国土の強靭化への取り組みに資する活動を継続して行きます。本年も開発してきた有効応力に基づいた液状化解析プログラ

ム LIQCA（Computer Program for Liquefaction Analysis）について、公開のためのセミナーや技術講習会を開催し、

プログラムを使用していただけるよう努力します。創設から６年目となりましたが、今年もよろしくお願いいたします。 

  

2019年３月 

 一般社団法人 LIQCA液状化地盤研究所 会長 岡 二三生 
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LIQCA液状化地盤研究所につい

て 

 

当社団法人は 2013年 7月に設立

され今年で 6 年目に入ります。現在

正会員が1６名、賛助会員が4社、

理事は6名、監事２名で構成されて

います。ほぼ月 1 回の研究会を行い、

最新の情報を取り入れた解析プログ

ラムの開発、より使いやすいプログラム

作成、ユーザーのためのサポート事業

を 行 っ て お り ま す 。  詳 し く は 

http://liqca.org を御覧ください。 

 

昨年度のセミナーと活動 

 

１．LIQCA 液状化プログラム普及

事業 

平成 18年度は、3次元解析に

拡張繰返し弾塑性モデルと繰返し弾

粘塑性モデルが、さらに要素シミュレ

ーションに排水条件が加わりました。

また、不飽和解析プログラムの改良

などを行い、平成 30年 11月 30

日に中央大学駿河台記念館で

LIQCA液状化プログラムセミナーを

開催しました。資料は

“LIQCA2D18・LIQCA3D18

（2018年公開版）資料”です．

資料は、これまでと同様 2018 年版

のプログラムの説明書とマニュアルに分

けて作成しました。2017年度プログ

ラムの追加セミナーは平成 30 年 5

月 18日に京都キャンパスプラザにて

実施しました。 

また、平成 30年 10月 12日に

京都キャンパスプラザにて、技術講習

会を実施し、実技を含めた説明を行

いました。 

２．研究開発 

３次元解析に拡張繰返し弾塑性モ

デルと繰返し弾粘塑性モデルが導入

され、さらに要素シミュレーションに排

水条件が加わりました。また、不飽和

解析プログラムの改良などを行いまし

た。また、研究開発結果に基づき

2018年版のプログラム及びマニュア

ルを作成しました。 

 

次回のセミナー開催について 

昨年 11月 30日の LIQCA液状

化解析プログラムの追加セミナーは 5

月１7 日（金）に京都で開催予定

です。 

ホームページについて 

 

LIQCA 液状化地盤研究所の

HOME PAGE での LIQCA 情報の

ページでセミナーでの追加資料、正誤

表やプログラムの保守情報を掲載し

ています。ただし、閲覧にはパスワード

が必要です。 

(http://liqca.org) 

関連国内国際会議・研究集会 

 

１．土木学会 2019 年度全国大

会 第 74 回年次学術講演会、 期

間：2019年 9月 3日（火）～5

日（木）場所：年次学術講演

会：香川大学 幸町キャンパス詳しく

は 

http://committees.jsce.or.jp/

zenkoku/  を参照ください。 

２．第 54回地盤工学会研究発表

会は、2019 年 7 月 16日（火）-

18 日（木）会場：ソニックシティ:さ

いたま市大宮区桜木町 1-7-5７月

26-29 日まで、サンポートホール高

松にて。 

3.COUPLED PROBLEMS 2019- 

8th Int.  Con.  on Coupled 

Problems in Science and 

Engineering, June 3-5,2019, 

Barcelona, Spain 

 

4. 16th Asian regional  

 conference on soil mechanics  

and geotechnical  

 engineering,  October  14-

18,2019；Taipei International 

Convention Center, Taipei  

 

５．材料学会第 68期通常総会・

学術講演会,室蘭工科大学, 5月

24日―25日  

6. 材料学会；第 5回 材料

week, 2019年 10月 15-18

日、京都テルサ、京都 

7．日本材料学会塑性工学部門委

員会地盤力学分科会,地盤力学セ

ミナー；平成 31年 3月 5日

（火）15：00～17：00日本材

料学会２階 中会議室〒606-

8301 京都市左京区吉田泉殿町 

講師：岡 二三生（京都大学名

誉教授）3次元モールの円と変形の

局所化解析、液状化、木元小百合

http://liqca.org/
http://liqca.org/
http://committees.jsce.or.jp/zenkoku/
http://committees.jsce.or.jp/zenkoku/
http://committees.jsce.or.jp/zenkoku/
http://committees.jsce.or.jp/zenkoku/
http://committees.jsce.or.jp/zenkoku/
http://committees.jsce.or.jp/zenkoku/
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（京都大学）浸透-変形連成解析

法による木津川堤防のパイピング現

象の解析、会員は資料が閲覧できま

す。 

8.  17WCEE, Sep.13-18, 

2020, Sendai Int. Center, 

Sendai, Japan  

9. 2020年地盤工学研究発表

会、7月 21-23,2020,京都 

 

編集後記  

春めいていてきましたが皆様ご健勝の

こととお喜び申し上げます。ニューズレ

ターNO.7 号です。昨年は火山災

害、豪雨災害、地震と自然災害が

多発しました。 新しい元号の年にな

り平穏な時代になることを願います。

余川先生のコラム論文は昨年の北

海道の地震でも被害が出た宅地の

液状化問題です。担当いただいた余

川先生大変お忙しいところありがとう

ございました。今後も、研究所への皆

様のご支援をお願いします。 

 

コラムー論文 

戸建て住宅(4 号建物)の液状化対策の現状と今後 

LIQCA液状化地盤研究所会員 

                                中部大学 余川弘至 

 

 

１．はじめに 

 2011 年の東北地方太平洋沖地震では，関東地方で多くの液状化による戸建て住宅の沈下や傾斜などの被害が生じまし

た．2016 年の熊本地震でも同様に戸建て住宅に沈下や傾斜の被害が生じました．これは，液状化の恐れのある地盤に対

して，液状化対策が未実施であったことが大きな要因であったことはもちろんですが，重要な法令である建築基準法が

液状化に対して十分に配慮されていなかったことが原因であると，本機関報で岡先生 1)が指摘されています． 

簡単に整理すると，建告 1113 号では，主に地盤および基礎杭の許容応力度(支持力度)を定める方法が示されるのみで

あり，液状化の恐れのある地盤に対しては，「建築物の自重による沈下その他の地盤の変形等を考慮して建築物又は建

築物の部分に有害な損傷、変形及び沈下が生じないことを確かめなければならない。」と非常に抽象的に示されていま

す．従前のように，地盤を許容応力度法によって設計するためには，基礎構造に杭基礎とするか，液状化の恐れのある

地盤を完全に非液状化地盤に変えるような液状化対策を実施したうえで，設計するしかありません．4 号特例について

は，図書の提出が省略されるのみであって，建築士自身が構造規定に適用するか否かを判断し設計する必要があること

から，液状化対策の規模や工法については，建築士の判断に大きく依存してしまうという問題が生じてしまいます．特

に，戸建て住宅ではスウェーデン式サウンディング試験が行われてきていますが，この試験だけで，液状化の発生の有

無を判定することは難しく，建築士に大きな負担を強いているのではと感じています． 
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 ここでは，戸建て住宅の液状対策の現状が抱える問題点を整理するとともに，著者らのグループで実施している戸建

て住宅の液状化対策に関する研究の概要を示し，最後に今後について述べたいと思います． 

 

２．戸建て住宅の液状化対策の現状 

 戸建て住宅で液状化対策が進まない理由は，いくつかあると考えられますが，費用，対策施工範囲および液状化に対

する施主の認識が十分でないことと考えています．液状化対策工法 2)については，既に多くの工法が提案されており，

地盤を密実にして液状化を防止する工法，セメント系固化材で固結する工法，地下水を低下させるなどして飽和度を低

下させる工法などがあります．これらを実施した地盤では，実際の地震時においても液状化の発生を防止もしくは抑制

しており，いずれも効果が実証されています．しかし，これらの多くは土木の分野で用いられており，広範囲に実施す

る必要があり，戸建て住宅の宅地のみに適用する場合には，費用が比較的高額になることが多く，施工機械が大きいた

め狭小地での施工が難しいなどの問題があります．特に，すでに建物が建築されている場合には，隣地との境界線など

狭小地での施工が求められ，施工性の問題，近隣への騒音問題，振動問題などから既存の液状化対策工法の転用は事実

上不可能に近く，いまだ確立されてないのが現状です． 

 

３．既設住宅の液状化対策普及に向けた取り組み 

 岐阜大学および中部大学の研究グループでは，既設住宅の液状化対策普及に向けた取り組みを進めています．取り組

みの目標は，隣接住宅により隣地間が狭小な場合でも施工可能な低振動・低騒音，そして低コストで施工できる液状化

対策工法の開発および性能設計概念に基づく設計法を構築することの 2 点です．ここではこれらの概要を紹介したいと

思います．詳細は，参考文献としてあげますので，そちらを参考にしてください． 

 

３．１ 狭小地対応の低振動・低騒音液状化対策工法 

 研究グループで開発している液状化対策工法は，地盤中に立体網状スパイラル構造からなる高性能排水材(以下，ドレ

ーン材)を幾本か挿入し，地震時に発生する過剰間隙水圧の発生を抑制したり，発生した過剰間隙水圧を速やかに消散さ

せたりすることで，液状化による住宅の沈下や傾斜の被害抑制を期待している工法です．ドレーン材自体が工場で製作

される工場製品ため，品質のばらつきが非常に少なく，出来形管理が要求される建築分野での利用に向いています．さ

らに，本工法に用いるドレーン材は，軽量で剛性があり，形状が安定していているなどの特徴があります．図１に施工

までの流れを示します．図１の④に示す通り，施工機械は小型であるため軒下に施工機械を配置し，ドレーン材を打設

することが可能となっています．また，鉛直貫入だけでなく 45 度の傾斜貫入も可能となり，基礎下にドレーンを打設す

ることが可能になっています．施工機械の開発過程は，参考文献 3)，4)および 5)に示されており，対策効果に関する実

証実験結果については，参考文献 6)に示されています． 
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図 1 ドレーン敷設の作業手順と施工状況 

３．２ 性能設計概念に基づく設計法 

 現在実施されている設計法およびそれぞれの設計における予測精度の概要図を図２に示します．建築基準法およびそ

の他関連法令で要求されている最低限の許容応力度法では，液状化の判定や変形に関する情報を提供することは難しい

です．この許容応力度設計法に加えて，液状化判定を加えることを要求している住宅の品質確保の促進等に関する法律

(品確法)では，建築基礎構造設計指針等に示される液状化判定法などの実施を要求しています．現在では，国土交通省

国土技術総合研究所より，宅地の液状化被害可能性判定計算シート 7)が無料公開されており，地盤調査結果があればだ

れでも簡単に液状化による被害程度を定性的に確認することができます．しかし，これらの結果だけでは，住宅の沈下

や傾斜などの変形を定量的に知ることができません．そこでより詳細な情報を住民に提供するために，高精度解析レベ

ルである変形解析を取り入れた検討が必要となってきます．つまり，対策実施の有無による被災程度を数値解析等で定

量的に示すことができれば，施主自身が対策費用と効果の関係から，液状化対策実施の有無や対策工法の選定が可能と

なり，液状化対策の普及につながると考えられます．これらを実現するために，既存の調査技術および解析技術を組み

合わせた検討を行ってきました．まず，模型振動台実験を実施し，LIQCA2D16 を用いた数値解析および設計用簡易解析

8)により再現解析を実施し，精度検証を実施しました(図 2 参照)．その後，茨城県神栖市で東日本大震災時に被災した住

宅の沈下・傾斜状況を再現することを試みました．戸建て住宅宅地での利用が前提であるため，地盤調査方法について

は，スウェーデン式サウンディング試験でできた掘削孔を利用したサンプリング調査 9)および地下水位調査 10)など比較

的簡便で安価な手法で，液状化判定に必要な物性値の把握に努めるなどの工夫もしています．現状，設計用簡易解析で

は，時々刻々と変化する挙動を再現することは難しいですが，概ね被害状況を再現できるようになっています．施主の

要望に応じて，簡易設計ではなく LIQCA のような詳細な数値解析手法を取り入れた設計もこれからは重要であると考え

ています． 
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図２ 設計における予測精度の概要図 

 

 

 

(a) 模型実験         (b) LIQCA2D16      (c) 設計用簡易解析 

図３ シミュレーションと実験結果の比較 (コンター：せん断ひずみの分布) 

 

４．戸建て住宅の液状化対策の今後 

 これまで，戸建て住宅の液状化対策の現状および研究グループでの取り組みについて述べてきました．今後，液状化

対策を普及するために必要なことは，施主自身で対策の要否を判断することができるように，建築士のような技術者が

情報を提供することであると思います．特にこれまで地盤を許容応力度設計法のみで設計されていたものに，数値解析

を導入し変形という情報を提供することの意義は大きいように感じます．建築基準法上の取り扱いは難しいかもしれま

せんが，液状化による被害を許容し，住宅の沈下や傾斜を簡単に修復できる仕組みを取り入れた住宅基礎 11)や，あらか

じめ地震保険等 12), 13)に加入しておくという選択肢も選択できることも対策の 1 つとして取り入れられるかもしれませ

ん． 
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